
全国建設工事業国民健康保険組合
個人情報保護に関する規程

制　定 　平成16年７月15日
改　正 　平成29年７月13日

 　令和４年２月15日

　〔目　　的〕
第１条　この規程は、国民健康保険法及び全国建設工事業国民健康保険組合（以下「組合」

という。）規約に規定する事業を実施するに当たり、「個人情報の保護に関する法律（以下
「個人情報保護法」という。）」及び「国民健康保険組合における個人情報の適切な取扱い
のためのガイダンス」等に基づき、被保険者等の個人情報保護に関する取り扱いについて
必要な事項を定めることを目的とする。

　〔用語の定義〕
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。
⑴　「個人情報」とは、個人に関する情報（特定の個人を識別できるものをいう。）で、組

合が管理する文書、磁気テープ、磁気ディスク等に記録されたものをいう。
⑵　「被保険者等」とは、被保険者及び被保険者であった者をいう。
⑶　「組合」とは、規約、規程等に基づく本部、支部、出張所等をいう。
⑷　「役職員」とは、規約、規程等に定める本部、支部、出張所等の役員及び職員をいう。

　〔組合の責務〕
第３条　組合は、この規程の目的を達成するため、個人情報の保護に関し必要な措置を講じ

なければならない。

　〔役職員の責務〕
第４条　組合の役職員は、職務上知り得た個人情報に係る内容を他に漏らしてはならない。

その職を退いた後も同様とする。

　〔個人情報の収集の制限〕
第５条　組合は、個人情報を収集するときは、個人情報を取り扱う事務の目的を明確にし、

当該事務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなけ
ればならない。

２　組合は、個人情報を収集するときは、本人からこれを収集しなければならない。ただし、
次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

　⑴　本人の同意があるとき。
　⑵　法令等に定めがあるとき。
　⑶　収集することが事務の執行上やむを得ないと認められるとき。
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　〔個人情報取扱責任者の設置〕
第６条　組合は、個人情報の適正な管理及び安全保護を図るため、個人情報取扱責任者を置

かなければならない。
２　前項に規定する個人情報取扱責任者は、事務局長とする。
３　個人情報取扱責任者は、個人情報保護の徹底が図られるよう、組合の役職員に対する教

育訓練、各種安全対策の実施、個人情報に関する開示請求や苦情処理、外部委託業者の監
督等を適切に行い、理事長など役員とともに、その責任を負うものとする。

　〔個人情報の適正管理〕
第７条　個人情報取扱責任者は、個人情報を取り扱う事務の目的を達成するため、個人情報

を正確かつ最新の状態に保つよう努めなければならない。
２　個人情報取扱責任者は、個人情報の漏えい、紛失、改ざん、誤記録等の防止その他の個

人情報の適正な管理のために、必要な措置を講じなければならない。
３　個人情報取扱責任者は、保有の必要がなくなった個人情報については、速やかに消去し、

又はこれを記録した文書を廃棄しなければならない。
４　個人情報取扱責任者は、個人情報の保護の重要性を認識し、役職員に対し教育及び研修

を行い、その指導及び監督に努めなければならない。

　〔委託に伴う措置〕
第８条　組合は、個人情報を取り扱う事務を委託しようとするときは、個人情報の保護に関

し必要な措置を講じなければならない。
２　組合は、個人情報を取り扱う事務を委託するときは、個人情報保護に関する十分な管理

能力を有するものを選定し、理事長の承認を受けなければならない。

　〔受託者等の責務〕
第９条　組合から個人情報を取り扱う事務を受託したものは、個人情報の漏えい、紛失及び

毀損の防止その他の個人情報の適正な管理のために、必要な措置を講ずるよう努めなけれ
ばならない。

２　前項の受託事務に従事している者又は従事していた者は、その事務に関して知り得た個
人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。

　〔事務処理の委託〕
第10条　個人情報に係る事務処理を委託するときは、委託契約書等に次の各号に掲げる事

項について条件を付さなければならない。
　⑴　再委託の禁止に関する事項
　⑵　秘密保持の義務に関する事項
　⑶　目的外使用の禁止に関する事項
　⑷�　複写及び複製の禁止に関する事項
　⑸　事故報告義務に関する事項
　⑹　管理状況等について立ち入り調査の実施に関する事項
　⑺　従業員等に対する個人情報の保護に係る教育・研修に関する事項
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　⑻　前各号に掲げるもののほか、組合が必要と認める事項
　⑼　前各号に違反した場合における委託契約解除等の措置及び損害賠償に関する事項

　〔利用の制限〕
第11条　組合は、個人情報を本来の目的以外に利用してはならない。
２　組合は、個人情報を利用するときは、次の各号のいずれかに該当する場合に限る。
　⑴　本人の同意があるとき。
　⑵　法令等に定めがあるとき。
　⑶　利用することが事務の執行上やむを得ないと認められるとき。

　〔提供等の禁止〕
第12条　組合は、個人情報を外部に提供し、又は閲覧に供してはならない。ただし、法令

に基づき個人情報を提供しなければならない場合にあってはこの限りでない。

　〔個人情報の外部提供の制限〕
第13条　組合は、個人情報の組合以外のものへの提供（以下「外部提供」という。）をする

場合は、外部提供を受けるものに対し、個人情報の使用目的もしくは使用方法の制限その
他の必要な制限を付し、又はその適切な取り扱いについて必要な措置を講ずることを求め
なければならない。

２　組合は、事務の執行上必要かつ適切と認められ、及び個人情報について必要な保護措置
が講じられている場合を除き、通信回線による電子計算組織の結合による外部提供をして
はならない。

　〔損害賠償〕
第14条　組合の役職員は、被保険者等の個人情報の漏えい等により、被保険者等又は組合

に損害を及ぼしたときは、賠償の責を負う。

　〔懲戒〕
第15条　職員が本規程に違反した場合は、職員服務規程に基づき、懲戒する。
２　役員が本規程に違反した場合は、懲戒する。なお、懲戒の種類については、次の各号に

掲げるとおりとする。
　⑴　戒　　告
　⑵　減　　給
　⑶　停　　職
　⑷　辞職勧告

　〔個人情報の開示を請求できる者〕
第16条　被保険者等は、組合に対し、自己の個人情報（診療報酬明細書等の開示に係る取

扱要領に係るものを除く。以下同じ。）及び第三者提供記録の開示の請求（以下「開示請求」
という。）をすることができる。

２　未成年者又は成年被後見人の法定代理人は、本人に代わって開示請求をすることができる。
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　〔個人情報の開示請求方法〕
第17条　前条の規定に基づき開示請求をしようとする者は、組合に対して、次に掲げる事

項を記載した個人情報開示請求書（様式保護第１号）を提出しなければならない。
⑴　開示請求をしようとする者の氏名及び住所
⑵　開示請求をしようとする個人情報を特定するために必要な事項
⑶　前二号に掲げるもののほか、組合が定める事項

２　開示請求をしようとする者は、組合に対して、自己が当該開示請求に係る個人情報の本
人又はその法定代理人であることを証明するために必要な書類で組合が定めるものを提出
し、又は提示しなければならない。

３　組合は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以下「開
示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができる。こ
の場合において、組合は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供するよう努め
なけれなならない。

　〔個人情報の開示請求に対する決定〕
第18条　組合は、開示請求があった日から14日以内に、開示請求者に対して、開示請求に

係る個人情報の全部もしくは一部を開示する旨の決定（以下「開示決定」という。）又は
開示しない旨の決定（開示請求に係る個人情報が記録された文書を保有していないときを
含む。）をしなければならない。

２　組合は、前項の決定（以下「開示決定等」という。）をしたときは、開示請求者に対し、
遅滞なく個人情報全部開示決定通知書（様式保護第２号）、又は個人情報一部開示決定通
知書（様式保護第３号）もしくは個人情報不開示決定通知書（様式保護第４号）によりそ
の旨を通知しなければならない。

３　組合は、やむを得ない理由により、第１項に規定する期間内に開示決定等をすることが
できないときは、開示請求があった日から60日を限度としてその期間を延長することがで
きる。この場合において、組合は速やかに延長後の期間及び延長の理由を開示請求者に個
人情報開示決定等期間延長通知書（様式保護第５号）により通知しなければならない。

４　組合は、第１項の規定により開示請求に係る個人情報の全部又は一部を開示しないとき
は、開示請求者に対し、第２項に規定する書面によりその理由を示さなければならない。
この場合において、当該理由の提示は、開示しないこととする根拠規定及び当該規定を適
用する根拠が、当該書面の記載自体から理解され得るものでなければならない。

５　組合は、開示決定等をする場合において、当該決定に係る個人情報に当該組合以外のも
のとの間における協議、協力等により作成し、又は取得した個人情報があるときは、あら
かじめ、これらのものの意見を聴くことができる。

　〔個人情報の開示の方法〕
第19条　個人情報の開示は、組合が前条第２項の規定による通知書により指定する日時及

び場所において行う。この場合において、開示請求者は、組合に対し、自己が当該開示請
求に係る個人情報の本人又は法定代理人であることを証明するために必要な書類で組合が
定めるものを提出し、又は提示しなければならない。

２　個人情報の開示は、個人情報が記録された文書の当該個人情報に係る部分につき、閲覧
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又は写しの交付等により行う。

　〔開示しないことができる個人情報〕
第20条　組合は、開示請求に係る個人情報が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該

個人情報を開示しないことができる。
　⑴　法令等の定めるところにより本人に開示することができないと認められるとき。
　⑵　開示することにより、事務の適正な執行に支障が生ずるおそれがあるとき。
　⑶　開示することにより、第三者の権利利益を侵害するおそれがあるとき。
　⑷�　未成年者の法定代理人による開示請求がなされた場合であって、開示することが当該

未成年者の利益に反すると認められるとき。

　〔個人情報の一部開示〕
第21条　組合は、開示請求に係る個人情報に、前条各号のいずれかに該当することにより

開示しないことができる個人情報（以下「非開示情報」という。）とそれ以外の個人情報
とがある場合において、開示請求の趣旨が損なわれることがないと認めるときは、非開示
情報を除いて、開示するものとする。

　〔個人情報の存否に関する情報〕
第22条　開示請求に対し、当該開示請求に係る個人情報が存在しているか否かを答えるだ

けで、非開示情報を開示することとなるときは、組合は、当該個人情報の存否を明らかに
しないで、当該開示請求を拒否することができる。

　〔個人情報の訂正を請求できる者〕
第23条　被保険者等は、第18条第１項の規定による開示の決定を受けた自己の個人情報に

事実の誤りがあると認めるときは、組合に対し、その訂正の請求（以下「訂正請求」とい
う。）をすることができる。

２　第16条第２項の規定は、訂正請求について準用する。

　〔個人情報の訂正請求方法〕
第24条　前条の規定に基づき訂正請求をしようとする者は、組合に対して、次に掲げる事

項を記載した個人情報訂正請求書（様式保護第６号）を提出しなければならない。
　⑴　訂正請求をしようとする者の氏名及び住所
　⑵　訂正請求をしようとする個人情報を特定するために必要な事項
　⑶　訂正を求める内容
　⑷　前三号に掲げるもののほか、組合が定める事項
２　訂正請求をしようとする者は、当該訂正を求める内容が事実に合致することを証明する

書類等を提出し、又は提示しなければならない。
３　第17条第２項及び第３項の規定は、訂正請求について準用する。

　〔個人情報の訂正請求に対する決定〕
第25条　組合は、訂正請求があったときは、速やかに必要な調査を行い、訂正請求をした
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者（以下「訂正請求者」という。）に対して、訂正請求に係る個人情報を訂正する旨又は
訂正しない旨の決定をしなければならない。

２　組合は、前項の規定による訂正する旨の決定をしたときは、当該訂正請求に係る個人情
報を訂正した上、訂正請求者に対し、遅滞なく個人情報訂正決定通知書（様式保護第７号）
によりその旨を通知しなければならない。

３　組合は、第１項の規定による訂正しない旨の決定をしたときは、訂正請求者に対し、遅
滞なく個人情報不訂正決定通知書（様式保護第８号）によりその旨及びその理由を通知し
なければならない。

　〔苦情の処理〕
第26条　組合は、個人情報の取り扱いに関する苦情について、迅速かつ適切に対応しなけ

ればならない。

　〔関係法令等の準用〕
第26条の２　この規程に定めのない事項は、関係法令等の定めるところによる。

　〔雑　　則〕
第27条　この規程に関して必要な事項は、理事会において別にこれを定める。

　　　附　則
１．この規程は、平成16年７月15日から施行する。
２．この規程の施行日前に締結した事務処理の委託については、この規程により締結したも

のとみなす。
　　　附　則（平成29年７月13日改正）
　この規程は、平成29年７月13日から施行する。
　　　附　則（令和４年２月15日改正）
　この規程は、令和４年２月15日から施行する。
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